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令和７年度とくしま介護現場ＤＸサポートセンター設置・運営業務

プロポーザル公募要領

１ 業務概要

（１）業務名

令和７年度とくしま介護現場ＤＸサポートセンター設置・運営業務

（２）業務目的

介護現場の人材不足が深刻化する中で、質の高い介護サービスの維持・向上が

できるよう、介護サービス事業者等からの生産性向上の取組等に関する相談窓口を

設置し、介護サービス事業者等へのワンストップ型の支援を行うことで、介護職員

の負担軽減や介護人材の確保を図る。

（３）実施方法

公募型プロポーザル方式により適切に事業を実施できる事業者を選定し、委託

することにより実施する。

（４）業務内容

別添「令和７年度とくしま介護現場ＤＸサポートセンター設置・運営業務業務委

託仕様書」による。

（５）委託期間

契約締結の日から令和８年３月３１日まで

※ この契約は、令和７年度当初予算成立を条件とするものであり、徳島県議会

において予算が成立しなかった場合又は減額となった場合には、本事業の一

部又は全部を実施しない場合がある。

（６）委託料上限額

金９，７００，０００円（消費税及び地方消費税を含む）

※ この金額は、企画提案のために設定した金額であって、契約額でないので

留意すること。

２ 参加資格要件

企画提案に参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者で

あること。

（２）徳島県物品購入等に係る指名停止措置要綱に基づく指名停止又は指名回避の措置

の対象となっていない者であること。

（３）徳島県内に本社又は事業所を有する者若しくは県内での事業実施が可能な者で

あること。

（４）役員に、次のア又はイのいずれかに該当する者がいないこと。

ア 破産者で復権を得ない者

イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者

（５）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始、民事再生法（平成

11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始又は破産法（平成16年法律第75号）

に基づく破産の申し立てをし、又は、申し立てがなされている者及びこれらの手続

中である者でないこと。

（６）徳島県暴力団排除条例（平成22年徳島県条例第40号）第６条に規定する排除の

対象となっていない者であること。
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（７）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第３条

又は第８条第１項に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日

から２年を経過しない者であること。

（８）労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守している者であること。

（９）特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とした法人、公序良俗に反する等

適当でないと認められる者ではないこと。

（10）公募開始日前２年間、法人の事業等において刑法等の重大な法令に違反して処罰

等を受けていないこと。

３ スケジュール

公募開始 令和７年 ２月１２日（水）

参加表明書等の提出期限 令和７年 ２月２５日（火）

質問票の提出期限 令和７年 ２月２５日（火）

企画提案書等の提出期限 令和７年 ３月 ５日（水）

選定委員会の開催 令和７年３月中旬（予定）

４ 企画提案への参加及び応募方法

（１）参加表明書等の提出

ア 提出書類

（ア）参加表明書（様式第１号）

（イ）組織概要書（様式第２号）

（ウ）会社等の概要が分かる書類（パンフレット等）

イ 提出部数

各１部

ウ 提出期限

令和７年２月２５日（火）午後５時 ※郵送の場合は、期限日必着とする。

エ 提出方法

１１に示す事務局まで持参又は郵送（書留郵便）により提出すること。

（２）企画提案書等の提出

ア 企画提案書の内容

仕様書の内容を踏まえ、下記の項目について記述すること。

（ア）事業実施方針及び運営体制

① 事業目標を踏まえた事業実施方針、全体スケジュール

② 事業実施体制・運営体制

③ 人員体制（スタッフの知識、経験、スキル等）

（イ）事業実施計画

① 相談窓口の設置・運営

② 介護現場における生産性向上の取組に関する研修会・セミナー

③ 介護ロボット・ＩＣＴ機器の展示

④ 介護ロボット・ＩＣＴ機器の試用貸出

⑤ 有識者派遣の実施

⑥ 他の機関との連携

⑦ 生産性向上に関する情報収集・提供

⑧ センターの広報
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（ウ）委託業務を実施するにあたっての貴法人の特色及び優位性

・事業を実施する上で、他の法人と比較した優位性があれば御記入下さい。

・過去の類似事業実績について記載して下さい。

イ 提出書類

（ア）企画提案書（様式第３号）

※ ３０ページ以内、Ａ４版、片面印刷とする。

（イ）見積書（任意様式）

・仕様書に定める各項目について積算した見積書を提出すること。

・一式計上でなく、第三者により客観的な判断が可能な積上げ方式とすること。

・内訳は、税抜き表示を基本とする。

（ウ）参考資料（企画提案内容を補足する資料）

※ 任意提出とする。

ウ 提出部数

各８部

エ 提出期限

令和７年３月５日（水）午後５時

オ 提出方法

１１に示す事務局まで持参又は郵送（書留郵便）により提出すること。

５ 質問の受付

（１）質問の受付期限

令和７年２月２５日（火）午後５時

（２）質問票の提出方法

質問は、質問票（様式第４号）により行うものとし、１１に示す事務局まで電子

メールにより送付するものとする。なお、メール送付後は、到着確認のため１１に示

す事務局まで電話連絡すること。

（３）質問の内容

原則として、当該委託事業に係る条件や応募手続に関する事項に限る。

（４）質問に対する回答方法

回答は質問者及び参加申込者に原則電子メールにより送付する。

６ 参加辞退

参加表明書提出後に企画提案への参加を辞退する場合は、辞退届（様式第５号）を

持参又は郵送により、１１に示す事務局まで提出すること。

なお、参加表明書提出後、提出期限までに企画提案書の提出がない場合は、参加の

意思がないものとみなす。

７ 選定方法

（１）企画提案書の内容を審査するため、県が別に設置する選定委員会を開催し、その

結果に基づき最優秀提案者を選定する。

（２）企画提案書の評価は、別表の評価基準に従い、提案者からのプレゼンテーションも

しくは書面審査により行うものとする。

（３）プレゼンテーションを実施する場合は、日時及び場所は提案者に別途通知するもの

とし、これを欠席した場合は、企画提案への参加を辞退したものとみなす。

なお、資料は「４（１）ウ 提出期限」までに提出した資料に準じた内容に限る。
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（４）選定結果は、審査を受けた全ての者に対し、文書により通知する。

なお、選定委員及び選定結果に関して、理由や点数等の照会・問合せには一切応じ

ない。また、選定結果に対する異議申し立ては受理しない。

（５）提案者が１者の場合の取扱い

提案者が１者のみの場合であっても評価は実施し、評価の結果において基準点を

満たすときは当該提案者を最優秀提案者とします。

８ 応募に際しての留意事項

（１）失格又は無効

以下のいずれかの事項に該当することが判明した場合、失格又は無効となる。

ア 審査の公平性に影響を与える行為があった場合

イ 応募資格の要件を満たしていない場合

ウ 提出書類に虚偽の内容を記載した場合

エ 見積金額が委託料上限額を超過した場合

オ 本要領に違反すると認められた場合

カ 応募者による業務履行が困難であると判断された場合

キ その他不正な行為があったと県が認めた場合

（２）その他

ア 応募は１参加者につき１件とする。

イ 書類の作成はＡ４版（片面印刷）とすること。なお、必要に応じて、表、写真等

を用いた補足資料を添付することができるが、できる限り簡潔なものとすること。

ウ 提出された企画提案書は提出期限後の訂正、追加、差替及び再提出は認めない。

エ 提出された企画提案書等の書類は、審査のみに使用し、応募者には返却しない。

オ 提出された企画提案書等の書類は、審査に必要な範囲において複製することが

ある。

カ 提出された企画提案書等の書類は、徳島県情報公開条例の規定に基づき公開する

場合がある。

キ 提出内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権及びその他

日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを提案

した責任は、すべて応募者が負うものとする。

ク 原則として、本業務の全部又は一部を第三者に委託し又は請け負わせてはなら

ない。ただし、業務を効率的に行う上で必要と認められる場合、直前に県の承諾を

得た上で、業務の一部を委託することができる。

ケ 委託業務により知り得た秘密は、他社に漏らさないこととする。

コ 参加表明書及び企画提案書等の作成及び提出のほか、審査に係る一切の費用は、

提案者の負担とする。

サ 書類提出にあたって使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。

９ 契約の締結

（１）選定委員会が選定した最優秀提案者を契約予定者として、当該業務に係る随意契約

の相手方とする。

（２）契約内容の詳細については、県と最優秀提案者とが協議を行い決定する。なお、

この協議は、企画提案の内容を脱しない範囲内での内容の変更の協議も含む。

（３）協議が整った場合に契約を締結することとし、契約条項については契約予定者と

協議して定める。
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（４）最優秀提案者との協議が整わなかった場合は、選定委員会において次点となった

ものを契約予定者とし、契約内容についての協議を行った上で、契約を締結する。

10 その他

本事業の実施にあたっては、本要領、委託契約書、徳島県契約事務規則のほか、別に

定める規程等を遵守すること。

11 事務局

徳島県 保健福祉部 長寿いきがい課 施設サービス指導担当

所在地：〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地

電 話：088-621-2159・2182

ﾌｧｸｼﾐﾘ：088-621-2840

e-mail：choujuikigaika@pref.tokushima.lg.jp



別 表

審査内容

2
○スケジュールは、目的達成（やるべき内容）に対し、
 現実的かつ効果的なものとなっているか。

3
○事業を適正かつ確実に実施できる人員の確保及び関係機関との
 連携によるサポート体制が組まれているか。

4 ○徳島県内に事業所を有しているか。

5
○業務全体を通じて、事業が効果的かつ有用なものとなるよう、
 創意工夫のある企画提案となっているか。

6 ○提案価格に妥当性はあるか。

○相談を受けた事業所の課題の洗い出しや業務を分析し、
 業務改善の支援を行うスキームとなっているか。

○介護現場の実態や生産性向上の内容を理解した人材の配置や窓口で
 解決できない事案の対応等、関係機関との連携体制が整っているか。

○企画する研修会等は、介護事業者の課題認識や生産性向上の取組を
 促進するとともに、受講後の自走が期待できる内容となっているか。

○研修会等の講師は、介護現場の業務改善に関する専門的知識を
 有する適切な者が想定されているか。

3
○介護ロボット等の活用場面や機器の特性等が効果的に伝わる
 展示方法となっているか。

4
○介護ロボット等の試用貸出の実施体制、協力企業との調整方法等
 について具体的なスキームが提案されているか。

○有識者派遣の実施体制、派遣の流れ、派遣先の募集方法や
 選定方法について、具体的なスキームが作成されているか。

○介護サービス事業所等の幅広い課題（特に介護ロボット・ICT）に
 対応できる有識者が想定されているか。

6
○生産性向上に係る最新の情報を収集し、介護サービス事業所等へ
 迅速に提供できるような内容となっているか。

7
○幅広い関係者への周知に向け、チラシの作成を含め具体的な
 案内・広報手段が示されているか。また、効果が期待できる
 ような内容となっているか。

審査項目
業務遂行能力

事業実施・目的達成の
可能性

事業実施の人員体制等
（スタッフの知識、
経験、スキル）

地域要件

独自性

経済性

事業実施計画

介護ロボット・ＩＣＴ
機器の展示

介護ロボット・ＩＣＴ
機器の試用貸出

生産性向上に関する情報
収集・提供

センターの広報

とくしま介護現場ＤＸサポートセンター設置・運営業務プロポーザル評価基準

1 事業計画（実施方針）
○事業計画（実施方針）は、センター取組方針に基づくものである
 とともに、各事業の目的が達成されるような構成となっているか。

1 相談窓口の設置・運営

2

介護現場における
生産性向上の取組
に関する研修会・
セミナー

5 有識者派遣の実施


